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東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター

後援

京都大学東アジア経済研究センター協力会

アジア自動車シンポジウム

黎明期のミャンマー自動車市場

―進出すべきか否か,その判断基準を考える―

■京都会場　　2013年12月7日(土) 13時

     京都大学百周年時計台記念館2階国際交流ホール

■東京会場　　2013年12月9日(月) 13時

       京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟27階）
総合司会 

13:00-13:30

挨拶  京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘

東京大学社会科学研究所教授 　丸川知雄

13:30-14:30

京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

日系企業から見たミャンマー自動車産業(仮題 以下同)
14:30-15:00

鹿児島県立短期大学 講師

山本 肇

自動車産業－政策･発展史･今後の展望
15:15-15:45

事業創造大学院大学 教授

富山 栄子
輸入規制を受けている新車市場
15:45-16:10

住友商事 自動車リテイルファイナンス事業部
木村 将裕
金融事情と販売金融現況
16:10-16:35

慶應大学経済学部 准教授

三嶋 恒平
オートバイ流通の実態
16:35-16:55

タマサート大学 元講師         ソーポン･チタサッチャー
タイからみたミャンマー自動車産業
16:55-17:00

閉会挨拶

17:15-18:45

懇親会  参加費2000円(協力会会員は無料)
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会長/京都大学経済学部名誉フェロー 大森經徳

参加の御申込は,塩地shioji@econ.kyoto-u.ac.jpに会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡

東京会場は定員100名,京都会場300名です｡お早めにお申し込みください｡
************************************************************************************************
「中国経済研究会」のお知らせ
2013年度第4回（通算第36回）の中国経済研究会を下記の内容で開催することになりましたので、大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 
時  間： 2013年10月22日(火) 16:30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール 

報告者： 大原盛樹（龍谷大学経済学部准教授） 

テーマ： 「オートバイ流通ネットワークに関するインドと中国の比較研究」 

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2013年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月23日（火）、 5月21日（火）、 6月18日（火）、7月23日(火) 

後期：10月22日（火）、11月19日（火）、12月17（火）、1月21日（火） 

（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。） 

************************************************************************************************
中国ニュース　１０.１４－１０.２０
ヘッドライン

■　金融：中国政府公表「影の銀行」３００兆円はどれほど大きいのか
■　経済：中国成長率、７．８％に加速

· 自動車：１３年の自動車販売、９月までの３四半期で１３％増

· 米メディア：増加する「成金」、中国社会映し出す鏡
· 投資：中国の対日投資が前年比４割減
· 社会：中国を悩ます７つの課題、日本企業にはビジネスチャンス
· 環境：「長江の生態系はすでに崩壊寸前」、魚類わずか１７種
· 消費：中国国内での高級品消費、５割減
· 上海：ディズニー、地上建物の施工スタート
· 北朝鮮：コーヒー１杯が給料１カ月分、平壌でおしゃれなカフェが人気
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

· 金融：中国政府公表「影の銀行」３００兆円はどれほど大きいのか

【１０月１０日　社会科学院】中国政府のシンクタンクである社会科学院は１０月９日、中国経済における「影の銀行（シャドーバンキング）」の規模が２０．５兆元（約３２８兆円）に達している可能性があることを明らかにした。もし２０．５兆元という数字が正しいとすると、これは中国のＧＤＰの約４０％、貸出総額の１６％を占めることになる。中国におけるシャドーバンキングの数字について日米と比較してみると、中国の現状は両国よりもさらに悪いことがわかる。中国のＧＤＰに対する融資総額（シャドーバンキングを含む）の比率は２．５倍に達している。日本はノンバンクの不動産融資が、米国はサブプライムと呼ばれる不動産融資が膨張してバブル崩壊となった。バブルが崩壊した当時の日本や、リーマンショック当時の米国について、中国と同じ条件で計算すると融資総額はＧＤＰの１．５～１．７倍程度になる。中国はすでに２倍を超えており、この数字が正しければ、中国はいつバブルが崩壊してもおかしくないことになる。ただ中国の場合には、経済の状況が自由市場を原則とする日米とは大きく異なっており、同じ条件での比較が難しい。中国がもし自由市場の国であれば、同じ水準になった段階ですでにバブルは崩壊していただろう。だが中国経済は現在も崩壊せずに何とか状況を維持している。それは中国経済が国家によって統制されており、私有財産を無視した強権的な市場安定策や不良債権処理が可能となっているからである。李克強首相はこのところ中国経済の運営に自信を示した発言を繰り返し行っている。もしかすると、強制的な不良債権の処理にある程度メドがついているのかもしれない。
· 経済：中国成長率、７．８％に加速
【１０月１８日　国家統計局】国家統計局が発表した２０１３年７～９月期の国内総生産（ＧＤＰ）は、物価変動の影響を除いた実質ベースで前年同期比７．８％増となり、３四半期ぶりに伸び率が加速した。今年に入り、景気減速傾向が強まっていたが、政府が急きょ打ち出したインフラ整備促進方針を受け、１～３月期（７．７％増）をやや上回る伸び率まで持ち直した。４～６月期は７．５％増となっていた。　１～９月では７．７％増。政府年間目標の７．５％増を達成できる可能性が強まった。今年３月に発足した新政権は当初、成長減速を容認しながら経済改革を断行する方針だったが、雇用への影響を懸念し、今夏、景気てこ入れにかじを切った。

· 自動車：１３年の自動車販売、９月までの３四半期で１３％増

【１０月１７日　第一財訊】中国汽車工業協会は今年第１四半期から第３四半期にかけて、自動車販売台数が前年同期比１２．７％増の１５８８．３１万台だったと公表した。生産は同１２．８％増の１５９３．８４万台。そのうち、乗用車販売は同１４％増の１２８４．９３万台。商用車は同７．５％増の３０３．３８万台。中国ブランド乗用車販売は同１２．１％増の５１２．５万台で全体の３９．９％を占めた。同期の販売台数上位十社の合計は前年同期比１４．２％増の１４０６．３６万台で、全体の８８．５％を占めた。また、９月の自動車販売は同１９．７％増の１９３．５８万台、生産は同１６％増の１９２．６６万台だった。乗用車販売は同２１．１％増の１５９．３５万台、商用車は同１３．３％増の３４．２３万台。中国ブランド乗用車販売は同８．３％増の６０．８６万台だった。

· 米メディア：増加する「成金」、中国社会映し出す鏡
【１０月１７日　環球時報】米誌フォーリン・ポリシーは１５日、「中国のビバリーヒルズ族をご覧あれ」と題する記事を掲載した。記事は中国のミニブログで５６００万回も転載されるほど注目されている。彼らは誰もが友人になりたがるが、誰からも好かれない。湯水のごとく金を使い、そのぜいたくぶりは世界の高級品市場を支える柱にまでなっているが、品のなさから軽蔑され、あざけられ、非難されることもある。彼らは「土豪」と呼ばれている。「土」はがさつ、「豪」は華美を意味し、本来は地主や地方のボスを指したが、近年は突然裕福になった「成金」を指すのに使われ、米国のビバリーヒルズに住む人々をもじって「中国のビバリーヒルズ族」とも呼ばれている。中国では中産階級が急激に増え、すでに３億人に達しているが、現在の生活スタイルが定着するとともに、財力を誇示することに対して軽蔑するようになっている。９月に発売された米アップル社のｉＰｈｏｎｅ５Ｓのゴールドモデルは、当初多くの人がアップルもずいぶん悪趣味になったものだと思ったが、これが中国で人気となり、「土豪ゴールド」と通称され、国営メディアでもトップニュースとして報じられた。嘲笑と嫉妬、野暮と華美、中国の中産階級には一貫性がとれておらず様々な矛盾の根源となっている。「土豪」は嫌われているが、彼らとコネを持つ（最も良いのは嫁入りすることだが）ことは羨望を集める近道となっている。

· 投資：中国の対日投資が前年比４割減
【１０月１６日　中国新聞網】中国商務部によれば、２０１３年１―９月の中国による対外投資は前年同期比１７．４％増となる一方、日本および香港への投資が減少したことが分かった。商務部によると、１３年１－９月において中国の投資家は世界１５６カ国および地域の企業３８９０社に直接投資を行い、金融分野を除く直接投資額は計６１６億４０００万ドルに達した。注目すべきは、米国への投資が前年同期比２５０％増、ＥＵが同１０８．１％増、オーストラリアは同８３．６％増と急速な伸びを示す一方で、日本への投資が同４５．５％減、香港は同１１．７％減となった点だ。商務部の沈丹陽報道官は、中国の対香港投資が減少した理由について、「中国から海外への投資はこれまで香港を経由して行われていたが、現在は対外投資政策の緩和によって、多くの投資が直接行われるようになったため」と述べた。沈丹陽報道官は、中国による対日投資の減少について理由を述べなかったが、尖閣諸島（中国名：釣魚島）をめぐる日中関係の悪化がかかわっている可能性は排除できない。

· 社会：中国を悩ます７つの課題、日本企業にはビジネスチャンス
【１０月１７日　新浪網】以下の７つの業界が現在もしくは今後有望だと紹介している。１、エコカー。中国政府は２０１３年９月、電気自動車（ＥＶ）およびプラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）の購入補助制度を２０１５年まで延長すると発表した。ハイブリットカーについても補助制度が導入される見通しだ。２、食品の安全。食品の安全性は中国にとって頭痛の種ともいえる問題だ。ヤクルトが天津工場での生産能力を増強し、カゴメもトマト調味料の中国での製造販売を開始した。また中国のビールメーカーやインスタントラーメン製造企業へ投資している日系商社の業績も好調だ。３、看護・介護。中国の６５歳以上人口は日本の総人口に相当する１億２０００万人。２０４０年代には３億人を突破する見込みだ。現在、看護や介護を必要とする人は３３００万人以上に上るとみられ、２０１５年には４０００万人に達するだろう。４、水。中国の大手経済誌・財新は先日、北京市の下水処理業者が違法排水を行っているとスクープした。中国では海水淡水化や下水をろ過する水処理膜分野などが巨大市場となっている。５、医療。「ロシアでは医療費が一切無料」というニュースが中国国内の話題をさらった。このことは中国においても医療分野が巨大な市場であることを示している。６、教育。中国では教育リソースの不均衡や受験教育への不信感など話題が尽きることはない。７、オートメーション。人件費が高騰し、技術者不足が深刻な中国では機械による「自動化」が急速に発展している。

· 環境：「長江の生態系はすでに崩壊寸前」、魚類わずか１７種
【１０月１７日　中国農業部】農業部・長江流域漁業資源管理委員会事務室が発表した「２０１３年長江上流聯合科学調査報告」は、長江上流の漁業資源の衰退が深刻で、一部の貴重な固有種の魚類は絶滅寸前になり、金沙江（長江上流の名称）主流の魚類資源は崩壊の危機に瀕しているとして警鐘を鳴らした。人民網が伝えた。長江にはジギョ、カラチョウザメ、シロチョウザメ、ヨウスコウアリゲーター、スナメリ、イェンツーユイ、ヤマノカミなど、国家１、２級保護動物に指定される貴重な魚類が生息しているが、その個体数は年々下降の一途をたどっている。今年６月、同事務室が組織した科学調査スタッフが長江上流域について、湿地生態系、水生生物多様性、環境流、水環境など４つの分野から初の総合的“診断”を実施。また、３地点を対象に魚類資源のサンプルを採取した結果、長江上流全域の魚類資源保護が深刻な脅威にさらされていることが判明した。金沙江流域でこれまでに確認された魚類は１４３種だが、生息地の破壊や喪失が原因で、今回の３度にわたる科学調査のサンプリングではわずか１７種の魚類しか確認できなかった。

· 消費：中国国内での高級品消費、５割減
【１０月１２日　北京晨報】中国国内の高級品消費は今年に入り、大幅に落ち込んだ。世界高級品協会のデータによると、今年に入ってからの中国高級品市場の消費額は、同期としては５年ぶりの最低を記録した。１０月１日からの国慶節（建国記念日、１０月１日）７連休期間中、中国国内の高級品消費額は約１億８０００万ユーロ（約２４０億円）となり、前年の３億８０００万ユーロ（約５０７億円）と比べると約５３％の大幅減となった。今年１月から国慶節連休前までの国内の高級品消費は前年同期比５７％減の約５４億ドル（約５３２０億円）となった。特に影響が大きかったのは腕時計、革のバッグ、ロゴがはっきり見える高級品だ。世界高級品協会の担当者は、「中国の高級品市場は長期にわたり、贈答目的が中心のゆがんだ発展形態を示してきた。近頃の反腐敗運動により高級品市場は冷え込んでいる。２０１３年以前は中国における高級品販売のうち、贈答品が７２％を占めていた。うち、企業による贈答品調達が５０％を占めた」と指摘する。

■　上海：ディズニー、地上建物の施工スタート
【１０月１８日　新華社】上海ディズニーの地上建築物の最初の鋼柱の据え付けが１７日完了した。地上建物の工事が本格的に始まったことを示すもの。上海ディズニーリゾートは２０１１年４月８日に着工され、これまですでに膨大で精密な地下施設の施工段階を経た。

· 北朝鮮：コーヒー１杯が給料１カ月分、平壌でおしゃれなカフェが人気
【１０月１７日　中国網】韓国朝鮮日報の報道によれば、北朝鮮の平壌に最近、ファッショナブルなカフェが登場し、豊富なメニューで人気を集めている。米国の北朝鮮専門旅行会社「ウリ・ツアーズ」がブログで、「平壌市内のおすすめカフェ」４店を紹介した。紹介されたのは高級ホテルやショッピングセンター、空港などに入っているカフェ。一般的な平壌の店がインスタントコーヒーを出すのとは違い、これらの店はエスプレッソマシンなどを置き、豆の販売もしているという。コーヒーはカプチーノやキャラメルマキアート、ダッチコーヒーなどさまざまな種類を提供し、１杯３～４米ドル（約２９５～３９５円）。店内ではワッフルやクッキーなども出す。フランスメディアは、平壌のホテル内の高級カフェのコーヒー１杯の値段は、現地の労働者の月収に相当すると報じた。
************************************************************************************************
上海街角インタビュー　③
社団法人大阪能率協会アジア・中国事業支援室副室長（海外委員）

順利包装集団董事（在上海）

福喜多技術士事務所所長

福喜多俊夫

「幼稚園から始まる競争社会」

　中国では制度上は小学校と初級中学は地元の学校に通学することになっているが、たいていの親は各地域の「重点小学校」や「重点初中」と呼ばれる学力の高い公立名門校に通わせたいと思っている。そこで、幼稚園から有名幼稚園に通わせることになり、コネを頼って有名実験幼稚園への入学を目指すことになる。幼稚園は公立と私立があるが、有名私立幼稚園は授業料がとても高く（月6000元～1万元｛約10～16万円｝）、普通のサラリーマンではとてもやれない。有名公立幼稚園は重点小学校の付属であるケースが多いので、幼稚園から小学校へはほぼ無条件で入学できる。中国の競争社会の第一段階はどうやら親の役割のようである。

　先日、「中国の入園適齢児（3－5歳）の粗入園率は2012年、64.5％（3686万人）に達し、就学前教育の普及目標を3年前倒しで達成した」という記事を人民網で目にした。そこで上海の幼稚園事情に詳しい不動産仲介業のM氏に幼稚園事情を伺い、上海の親たちは子供の幼稚園をどのように選んでいるのか幼稚園児を持つ友人とそのママ友に聞いてみた。

中国では近年、就学前教育の受け皿である幼稚園の不足が深刻化し、「入園難」が問題視されていた。中国人が「幼稚園」を重視する理由は有名小学校入学が目的なだけではなく、上海の例を上げれば、上海の小学校は入学時に数字やかなりの漢字が読めることを前提にしているので、幼稚園で就学前教育を受けていないと小学校の授業について行けず、教育の最初から挫折を味わうことになるからだ。

１．私立幼稚園

　　上海の私立幼稚園はピンからキリまで沢山あるが、大きく分けると、①ローカル幼稚園（純ローカル系、バイリンガル系）、②インターナショナル幼稚園（欧米系、シンガポール系）、③日系幼稚園となる。大半の中国人はローカル幼稚園に入れるが、バイリンガル教育を身に着けさせたい人はバイリンガル系やインターナショナル幼稚園に入れる人もいる。長く日本に住んだ中国人の中には子供が日本語のほうがうまくなっているため日系幼稚園に入れているケースもあった。日本人駐在員の場合は殆どの家庭が日系幼稚園に通わせている。上海には私が知っているだけで7つの日系幼稚園がある。私の友人、Lさんには今年6歳になる女の子がいるが、4歳になる年に上海で有名な宋慶齢幼稚園（分類からいくとローカル幼稚園のバイリンガル系）に入れた。同級生の半分は外国人で、園内では中国語と英語が使われていた。入園試験は本人だけでなく両親の面接もあり、何らかのコネも必要であったようである。必要経費は園費、給食費、その他諸々を加えて年間18万元（約288万円）必要。１クラスはせいぜい20人くらいまでのようで、園児5人に1人くらいの割合で補助教員がついており、いたれりつくせりの環境である。

　　Lさんの子供は1年間宋慶齢幼稚園に通ったが、小学校以降のことを考えると中国の教育環境に順応させやすい公立幼稚園に通わせた方がよいと考え、翌年から公立幼稚園に移った。

２．公立幼稚園

　　公立幼稚園もランクがあって、レベル別に示範園（モデル園）、一級、二級に分かれている。私立もすべて給食付だが公立も給食があり、食費は種類や年齢、また、食事をする回数によって異なっている。授業料は、モデル幼稚園はもっとも高く管理費、食費を含めると大体一カ月1000元くらいが中心のようだ。１級幼稚園の管理費は約400元で、２級幼稚園は約300元。幼稚園の教育内容は園によって特色があるようだが、勿論、皆さん自分の子供はレベルの高いところに入れたいから、モデル園への入園はかなりの競争となる。公立幼稚園は基本的には学区制があり、学区内の居住者が優先されることになっているが、コネを頼っての越境入学も普通に行われているようだ。ただ、学区外からの入園者には寄付金が要求されることが多い。また、モデル園は外国人の入園も許可されるところも多いが（一級、二級でも外国人の入園を認めるところもある）、一般に外国人料金が適用される。

　　私の友人、Lさんの子供も無事、建青実験学校幼児部に入園した。通園は両親（親族）による送り迎えであるが、幼稚園のセキュリティは非常に厳格で、オープンスクール（両親参観日）以外は園の入り口にガードマンがいて園児以外は入れない。朝は両親が教師に直接園児を預け、帰りの迎えは送迎パスを持った親族以外は駄目で、幼稚園教師が迎えにきた人のパスを確認して園児を引き渡している。朝は子供が園に入れば親はすぐ帰るので道路はそれほど混雑しないが、下校時間になると幼稚園の前の道路は迎えの車で一杯になる。この風景は小、中学校の前でよく見たが、幼稚園も同じであった。

　　中国に限ったことではないが、幼稚園は子供が社会生活を学ぶ最初の場である。中国人は階層意識がかなり強く、同じ生活レベルの子供が通う幼稚園を選びたがる傾向があるように感じた。

　　園児が大変なのはアフター幼稚園である。幼稚園は15時頃終わるが、大部分の園児は平均週4クラスのお稽古事をしている。多い子供は毎日何かに通っている。お稽古事には絵画、ピアノ、ヴァイオリン等の音楽、バレエ等のダンス、レゴパズル、公文式、英語、アートワーク、ピンイン（拼音）教室などがある。Lさんの子供は絵画、バレエ、アートワーク、ピンインに通っている。それぞれの教室の授業料は200～300元（約3200～4800円）なので、Lさんの子供には月4000元（約64000円）のお稽古費がかかっている。一人っ子とは言え、中国で一番教育費がかかるのは幼稚園児だと言われている。上海の平均賃金は4331元（2011年）である（両親が働いているとしても8700元台）。一般家庭にとって幼稚園児の教育費は楽ではないと思う。しかし、中国の子供が絵画や音楽等の情操教育に時間がとれるのは幼稚園時代だけで、小学校に入ると有名中学へ入るための受験塾が待っている（中国では公式には塾は認められていないようであるが、先生が自宅や家庭教師で教えている）。子供と親の苦難はこれからだ。　
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３．中国の教育制度

　参考のために中国の教育制度を概説しておこう。中国の教育制度は就学前教育（保育園・幼稚園）、初等教育（小学校6年間）、中等教育（初級中学校3年間・高級中学校3年間・中等専門学校）、高等教育（本科大学・専科大学・大学院）から構成される。6年制の小学校と3年制の初級中学校の合計9年間が義務教育で、日本と基本的には同様の構成となっている。

　高級中学校から大学への進学を希望する場合は、まず、地域ごとの共通試験に合格し、卒業資格を得てから、全国高校統一入試「高考」を受験する。「統一」という名称であるが、実際に統一されているのは試験日だけで、試験科目や問題は省ごとに異なる。以前は「高考」の成績だけで合否が決まっていたが、最近は独自に面接などをして総合的に判定する大学が増えている。大学は地域ごとの合格定員が決まっており、地元居住者の枠が非常に大きい。

　大学は1999年から募集定員を増やす「拡招」政策が始まり、90年代は100万人程度であった大学合格者は2011年には約675万人まで急増した。受験者数は2008年に1000万人を超えたが、その後減少に転じ、2013年度は912万人で合格率は約74％であった。

　中国には企業による新卒定期採用のシステムがないので、毎年大量に社会に出てくる新大卒の就職難が深刻な社会問題となっている。

以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】
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(%)
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貨幣供給量増加率M2(%)
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人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0

	12月
	8.9
	12.8
	18.1
	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3

	2012年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	-8.7
	-5.4
	14.5
	15.7

	12月
	7.9
	10.3
	15.2
	2.5
	18.8
	316
	14.0
	6.0
	-7.8
	-4.5
	14.4
	15.0

	2013年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.0
	20.8
	291
	25.0
	29.0
	-12.4
	-3.4
	15.9
	15.4

	2月
	
	
	
	3.2
	
	153
	21.7
	-14.9
	-35.6
	6.3
	15.2
	15.1

	3月
	7.7
	8.9
	12.6
	2.1
	21.5
	-9
	10.0
	14.2
	-19.7
	5.7
	15.7
	14.9

	4月
	
	9.3
	12.8
	2.4
	19.8
	182
	14.6
	16.6
	13.9
	0.4
	16.1
	14.9

	5月
	
	9.2
	12.9
	2.1
	19.7
	204
	0.9
	-0.1
	-14.4
	0.3
	15.8
	14.5

	6月
	7.5
	8.9
	13.3
	2.7
	19.9
	271
	-3.3
	-0.9
	-17.3
	20.1
	14.0
	14.1

	7月
	
	9.7
	13.2
	2.7
	20.2
	178
	5.1
	10.8
	1.2
	24.1
	14.5
	14.3

	8月
	
	10.4
	13.4
	2.6
	21.4
	285
	7.1
	7.1
	-11.7
	0.6
	14.7
	14.1

	9月
	7.8
	10.2
	13.3
	3.1
	19.6
	152
	-0.4
	7.4
	-16.8
	4.9
	14.2
	14.3


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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